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(57)【要約】
【課題】竪型乾留炉を用いてフェロコークスを製造する
際に、乾留ガス成分中の炭化水素の熱分解による乾留ガ
スの供給流路が閉塞することなく、フェロコークス内の
成分の酸化反応の進行を防止して、フェロコークスの強
度低下を防止できる、フェロコークスの製造方法及び製
造装置を提供すること。
【解決手段】竪型乾留炉５に加熱した乾留ガスを吹き込
むことで、炭素含有物質と鉄含有物質との成型物１を乾
留してフェロコークスを製造するフェロコークスの製造
装置であって、竪型乾留炉５の炉頂ガスの少なくとも一
部を加熱して乾留ガスとして吹き込むための乾留ガス加
熱装置１４が、蓄熱体が充填された蓄熱室と、燃焼用バ
ーナが設置された燃焼室とを備え、竪型乾留炉５と乾留
ガス加熱装置１４とが竪型乾留炉の羽口７を介して接続
していることを特徴とするフェロコークスの製造装置を
用いる。
【選択図】図１



(2) JP 2012-167156 A 2012.9.6

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　竪型乾留炉に加熱した乾留ガスを吹き込むことで、炭素含有物質と鉄含有物質との成型
物を乾留してフェロコークスを製造するフェロコークスの製造装置であって、
　前記竪型乾留炉の炉頂ガスの少なくとも一部を加熱して前記乾留ガスとして吹き込むた
めの乾留ガス加熱装置が、蓄熱体が充填された蓄熱室と、燃焼用バーナが設置された燃焼
室とを備え、前記竪型乾留炉と前記乾留ガス加熱装置とが前記竪型乾留炉の羽口を介して
接続していることを特徴とするフェロコークスの製造装置。
【請求項２】
　前記竪型乾留炉と前記乾留ガス加熱装置との接続距離が２ｍ以下であることを特徴とす
る請求項１に記載のフェロコークスの製造装置。
【請求項３】
　前記竪型乾留炉の１つの羽口に対して、複数の蓄熱室および該蓄熱室と同数の燃焼室を
備える乾留ガス加熱装置を用いることを特徴とする請求項１または請求項２に記載のフェ
ロコークスの製造装置。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれか１つに記載のフェロコークスの製造装置を用い、
　前記燃焼室内で炉頂ガスの一部を燃焼させることで発生した排ガスを前記蓄熱体に通過
させて該蓄熱体に熱を蓄えた後、前記排ガスを排気し、乾留ガスを前記蓄熱体に通過させ
ることで加熱し、該加熱後の乾留ガスを前記竪型乾留炉に吹き込むことを特徴とするフェ
ロコークス製造方法。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項３のいずれか１つに記載のフェロコークスの製造装置を用い、
　前記竪型乾留炉内のガスの一部を前記燃焼室内に導入して燃焼させることで発生した排
ガスを前記蓄熱体に通過させて該蓄熱体に熱を蓄えた後、前記排ガスを排気し、乾留ガス
を前記蓄熱体に通過させることで加熱し、該加熱後の乾留ガスを前記竪型乾留炉に吹き込
むことを特徴とするフェロコークス製造方法。
【請求項６】
　前記燃焼室に吹込む燃焼用空気流量、前記蓄熱体通過後の排ガス流量、前記排ガス成分
及び前記排ガス温度から、前記排ガスにより前記蓄熱体に蓄熱させる蓄熱時間を決定する
ことを特徴とする請求項５に記載のフェロコークス製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、竪型乾留炉を使用し連続的にフェロコークスを製造する、フェロコークスの
製造方法及び製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般炭を主原料としてこれにバインダ（粘結剤）を加え、加圧・成型して成型炭を作り
、これを竪型乾留炉に装入し冶金用コークスである成型コークスを連続的に製造する技術
が知られている。このような成型コークスの製造方法として、乾留炉炉頂ガスを冷却用ガ
スとして、乾留炉の乾留室に直結した冷却室の下部へ導入し、該冷却室を通過したガスの
大部分を冷却室上部より排出し加熱用媒体ガス（乾留ガス）として乾留炉中間部の導入口
へ供給することを特徴とする方法が知られている（例えば、特許文献１参照。）。この方
法で用いる乾留炉は、３箇所のガス導入口（乾留室中間部、乾留室下部、冷却室下部）と
１箇所のガス排出口（冷却室上部）を有している。この方法においては乾留ガスのガス加
熱器として、外燃式熱風炉が使用されている。
【０００３】
　しかしながら、外燃式熱風炉は大型の設備であり、竪型乾留炉とは別の箇所に設置する
必要がある。この場合、外燃式熱風炉で乾留ガスを１０００℃以上に加熱すると、外燃式
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熱風炉から竪型乾留炉までの供給に時間がかかるため（数秒～数十秒）、乾留ガス成分中
の炭化水素が熱分解を起こし、炉壁レンガ、乾留ガス配管、ガス導入口（羽口）等の供給
流路にカーボンが析出し乾留ガス流路が閉塞するため定期的な除煤作業が必要となる。こ
れにより乾留炉へ連続して乾留ガスを供給することができず、操業が不安定になると言う
問題がある。
【０００４】
　図７に外燃式熱風炉を用いた従来の連続成形コークス製造装置の概略図を示す。成形炭
４１は竪型乾留炉５の上部から炉内に装入される。この成形炭４１は竪型乾留炉５の中間
部及び下部に位置する２段の羽口より導入される低温乾留ガス４４及び高温乾留ガス４５
により適当な速度で加熱乾留される。得られたコークスは竪型乾留炉５下部の冷却ゾーン
に降下し、底部から導入される冷却ガス４６で１００℃程度に冷却され、排出装置から成
形コークス１０として排出される。成形炭４１の加熱用熱媒体として使用される低温乾留
ガス４４及び高温乾留ガス４５は成形炭４１の乾留時に発生する「Ｃガス」と呼ばれる炉
頂ガスを循環して用いている。
【０００５】
　竪型乾留炉５で発生するＣガスはガスクーラー１１を経て回収される。この回収ガスの
一部は循環ガスとして竪型乾留炉５で用いられる。循環ガスは高温ガス用、低温ガス用、
冷却ガス用に分岐し、それぞれ、高温乾留ガス４５、低温乾留ガス４４、冷却ガス４６と
して竪型乾留炉５に循環される。低温乾留ガスには低温ガス加熱装置（熱交換器）１６が
設けられ、エジェクター３２により竪型乾留炉５内の下部のガスを上部に循環する。高温
乾留ガス４５のガス加熱器としては外燃式熱風炉３１が使用されている。外燃式熱風炉（
ガス加熱器）３１と竪型乾留炉５は別設備であるために、この間を接続する配管長さは数
十ｍ～１００数十ｍの長さとなる。外燃式熱風炉（ガス加熱器）３１から竪型乾留炉５ま
での高温乾留ガス４５の供給に時間がかかるため（数秒～数十秒）、高温乾留ガス４５成
分中の炭化水素が配管内で熱分解を起こすことになる。
【０００６】
　上記の乾留ガス成分中の炭化水素の熱分解による配管の閉塞を防止するために乾留炉の
直近において乾留室に吹き込むガスを加熱するために、一次加熱した循環ガスとＣガスを
燃焼して得た燃焼ガスとを混合し、所定温度まで二次加熱して吹き込む竪型連続成形コー
クス製造装置におけるガス加熱方法およびガス加熱装置が知られている（例えば、特許文
献２参照。）。
【０００７】
　また、連続鋳造用のタンディッシュ等の内部を無酸化状態で加熱する方法として、被加
熱物の直近に燃焼室と蓄熱室を配し、燃焼室内で燃焼した排ガスを蓄熱室を通して熱を蓄
えた後、不活性ガスを前記蓄熱体を通すことによって無酸化加熱する方法が知られている
（例えば、特許文献３参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特公昭５６－４７２３４号公報
【特許文献２】特開平７－２６２６７号公報
【特許文献３】特許第３４９１４４２号公報
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】「燃料協会誌」１９８２年、第６１巻、第６５９号、ｐ．１６９～１７
８（ｐ．１７３）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、炭素含有物質と鉄含有物質との成型物を竪型乾留炉で乾留して、コーク
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ス中に金属鉄を生成させたフェロコークスを製造する場合に、上記の特許文献２に記載の
ように循環ガスを一次加熱した後にＣガスを燃焼して得た燃焼ガスとを混合し、所定温度
まで二次加熱して吹き込む方法を用いると、燃焼ガス混合後のガス組成が変動して、フェ
ロコークス内の鉄鉱石が還元されなかったり、還元された金属鉄が再酸化されたり、さら
にコークス成分の酸化反応が進行したりすることから、フェロコークスの強度が低下する
場合がある。フェロコークスの強度が低下すると、高炉内で粉化して通気性が悪化すると
言う問題がある。
【００１１】
　一方で、特許文献３に示すような加熱方法は、フェロコークスの製造の際にも適用でき
る可能性があると考えられる。すなわち、炉近傍に蓄熱体を配し、蓄熱体を通過して加熱
された不活性ガスを炉内に投入し、他の蓄熱体に不活性ガスを吸引すると共に蓄熱式予熱
器で燃料ガスを燃焼させて蓄熱体を加熱することにより、炉直近でのガス加熱が可能とな
る。しかし当該方式を炉内部から燃料ガスが発生する炉に適用しようとすると、設備構成
、制御方法等が大きく異なるため、そのままでは適応しないと言う問題がある。
【００１２】
　したがって本発明の目的は、このような従来技術の課題を解決し、竪型乾留炉を用いて
フェロコークスを製造する際に、乾留ガス成分中の炭化水素の熱分解による乾留ガスの供
給流路が閉塞することなく、フェロコークス内の成分の酸化反応の進行を防止して、フェ
ロコークスの強度低下を防止できる、フェロコークスの製造方法及び製造装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　このような課題を解決するための本発明の特徴は以下の通りである。
（１）、竪型乾留炉に加熱した乾留ガスを吹き込むことで、炭素含有物質と鉄含有物質と
の成型物を乾留してフェロコークスを製造するフェロコークスの製造装置であって、前記
竪型乾留炉の炉頂ガスの少なくとも一部を加熱して前記乾留ガスとして吹き込むための乾
留ガス加熱装置が、蓄熱体が充填された蓄熱室と、燃焼用バーナが設置された燃焼室とを
備え、前記竪型乾留炉と前記乾留ガス加熱装置とが前記竪型乾留炉の羽口を介して接続し
ていることを特徴とするフェロコークスの製造装置。
（２）、前記竪型乾留炉と前記乾留ガス加熱装置との接続距離が２ｍ以下であることを特
徴とする（１）に記載のフェロコークスの製造装置。
（３）、前記竪型乾留炉の１つの羽口に対して、複数の蓄熱室および該蓄熱室と同数の燃
焼室を備える乾留ガス加熱装置を用いることを特徴とする（１）または（２）に記載のフ
ェロコークスの製造装置。
（４）、（１）ないし（２）のいずれか１つに記載のフェロコークスの製造装置を用い、
前記燃焼室内で炉頂ガスの一部を燃焼させることで発生した排ガスを前記蓄熱体に通過さ
せて該蓄熱体に熱を蓄えた後、前記排ガスを排気し、乾留ガスを前記蓄熱体に通過させる
ことで加熱し、該加熱後の乾留ガスを前記竪型乾留炉に吹き込むことを特徴とするフェロ
コークス製造方法。
（５）、（１）ないし（３）のいずれか１つに記載のフェロコークスの製造装置を用い、
　前記竪型乾留炉内のガスの一部を前記燃焼室内に導入して燃焼させることで発生した排
ガスを前記蓄熱体に通過させて該蓄熱体に熱を蓄えた後、前記排ガスを排気し、乾留ガス
を前記蓄熱体に通過させることで加熱し、該加熱後の乾留ガスを前記竪型乾留炉に吹き込
むことを特徴とするフェロコークス製造方法。
（６）、前記燃焼室に吹込む燃焼用空気流量、前記蓄熱体通過後の排ガス流量、前記排ガ
ス成分及び前記排ガス温度から、前記排ガスにより前記蓄熱体に蓄熱させる蓄熱時間を決
定することを特徴とする（５）に記載のフェロコークス製造方法。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、乾留炉に吹き込む乾留ガスの成分は変化することなく、フェロコーク
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ス製造の際の雰囲気をフェロコークス成分の還元雰囲気とできるので、乾留ガス成分中の
炭化水素の熱分解による供給流路の閉塞が発生することなく、フェロコークス成分の鉄鉱
石が還元され、還元された金属鉄が再酸化されることもない。さらにコークス成分の酸化
によるフェロコークスの強度低下を防止して、良質のフェロコークスの製造が可能となり
、高炉でのフェロコークスの利用も促進される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施形態であり、竪型乾留炉におけるガス流れを示す説明図である。
【図２】本発明の一実施形態であり、乾留ガス加熱装置部分の概略図（側面図）である。
【図３】本発明の一実施形態であり、乾留ガス加熱装置部分の概略図（平面図）である。
【図４】本発明の他の一実施形態であり、乾留ガス加熱装置部分の概略図（側面図）であ
る。
【図５】切替時間を一定にした場合の、排ガス・羽口温度と排ガス濃度の変化を示すグラ
フ。
【図６】本発明の制御方法を用いた場合の、排ガス・羽口温度と排ガス濃度の変化を示す
グラフ。
【図７】従来の外燃式熱風炉を用いた連続成形コークス製造装置の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明では、竪型乾留炉を用いて炭素含有物質と鉄含有物質との成型物を乾留して、フ
ェロコークスを製造する。竪型乾留炉は、上部に炭素含有物質と鉄含有物質との成型物の
投入口を、下部に排出口を有し、成型物を乾留するための乾留ガスを炉内に吹き込むため
の羽口を有するものであり、竪型乾留炉の上部から下部へと成型物を移動させながら乾留
することで、フェロコークスを連続的に製造することができる。竪型乾留炉は高さ方向で
複数段の羽口を設置することもでき、乾留ガスを、高温乾留ガスと低温乾留ガスとして２
箇所から吹き込む操業や、製造されたフェロコークスの冷却用のガスを吹込む操業等を行
なうこともできる。
【００１７】
　本発明では、上記のような竪型乾留炉に蓄熱体が充填された蓄熱室と、燃焼用バーナが
設置された燃焼室とを備えた乾留ガス加熱装置を設置する。竪型乾留炉と乾留ガス加熱装
置とは、竪型乾留炉の羽口を介して接続されている。竪型乾留炉に乾留ガス加熱装置が設
置された、このようなフェロコークス製造装置を用いることで、高温の還元性ガスである
乾留ガスを竪型乾留炉の直近で加熱することが可能となり、炭化水素の熱分解により供給
流路を閉塞することなく竪型乾留炉に吹き込み、容易にフェロコークス成分（カーボン、
鉄）の酸化による強度低下を防止できるようになる。供給流路の閉塞が防止され、除煤工
程の必要がなくなることで、加熱された乾留ガスは連続的に竪型乾留炉へ導入され、操業
が安定する。さらに乾留ガス加熱装置自体も従来に比べ簡単なものとすることができるの
で、設備費、運転費のコスト負担も軽減される。蓄熱室に充填する蓄熱体としては、通常
用いられる蓄熱体を使用すればよく、例えばセラミックボール等を用いることができる。
【００１８】
　乾留ガスの吹き込みは、以下のようにして行なうことができる。まず乾留ガス加熱装置
の燃焼室内に燃焼用のガス（例えば、炉頂ガスの一部を循環して用いる循環ガス）と燃焼
用空気とを導入し、燃焼室に設置された燃焼用バーナにより燃焼して発生した排ガスを隣
接する蓄熱室に導入し、蓄熱室内に充填された蓄熱体を通過させて蓄熱体に熱を蓄えた後
、燃焼用のガスと燃焼用空気との供給を停止し、排ガスを排気し、次いで乾留炉の炉頂部
から排出される炉頂ガスの少なくとも一部を乾留ガスとして蓄熱室に供給し、蓄熱体を通
過させることで加熱し、竪型乾留炉に吹き込むものである。
【００１９】
　竪型乾留炉と乾留ガス加熱装置とは羽口を介して直接接続することが望ましいが、ある
程度の長さを有する配管を用いて接続することも可能である。しかし、配管が長くなりす
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ぎると配管の閉塞が発生するので、乾留ガス加熱装置は竪型乾留炉の近傍に設置する必要
があり、配管による接続距離は２ｍ以下とすることが好ましい。
【００２０】
　竪型乾留炉の１つの羽口に対して、複数の蓄熱室および蓄熱室と同数の燃焼室を備える
乾留ガス加熱装置を用いることが好ましい。すなわち、燃焼室と蓄熱室とを１つの単位と
すると、乾留ガス加熱装置が複数の単位が連続して接続した構造を有することが好ましい
。乾留ガスを複数の蓄熱体を順次通過させることで、連続して加熱乾留ガスを竪型乾留炉
に供給することができる。例えば燃焼室と蓄熱室との単位が３の場合は、１つの単位で蓄
熱を、他の単位で、排ガスのパージを、残りの単位で乾留ガスの加熱を行なうことができ
る。更に単位を増やすことも可能であり、その場合は予備の単位として構成することもで
きる。
【００２１】
　上記の装置を用いた他の乾留ガスの吹き込み方法として、燃焼室内で燃焼させるガスと
して循環ガスを用いる替わりに、竪型乾留炉内のガスの一部を用いることができる。竪型
乾留炉内のガスの一部を羽口を介して燃焼室内に導入して燃焼させることで発生した排ガ
スを蓄熱体に通過させて蓄熱体に熱を蓄えた後、排ガスを排気し、乾留ガスを蓄熱体に通
過させることで加熱し、加熱後の乾留ガスを竪型乾留炉に吹き込むことで、高温の炉内ガ
スの熱量を有効に利用することができる。炉内ガスを羽口を介して燃焼室に導入すること
により、燃焼室周りの燃料配管を設置する必要が無くなり、燃焼制御系も簡略化され乾留
炉周りに燃料配管を配置する必要が無くなることから安全性の向上も見込まれる。
【００２２】
　燃焼室内で燃焼させるガスとして竪型乾留炉内のガスの一部を用いる場合には、燃焼室
に吹込む燃焼用空気流量、蓄熱体通過後の排ガス流量、排ガス成分及び排ガス温度を測定
し、これらの測定値を用いて、排ガスにより蓄熱体に蓄熱させる蓄熱時間を決定すること
が好ましい。このように燃焼室における燃料として竪型乾留炉内のガスを羽口から逆流さ
せ燃焼室内で燃焼させる際には、燃焼室に吹込む燃焼用空気流量、蓄熱体通過後の排ガス
流量、排ガス中酸素濃度及び排ガス温度から蓄熱時間を決定することにより、蓄熱量が安
定する。
【００２３】
　図１は、本発明の一実施形態を示す説明図であり、竪型乾留炉を用いたフェロコークス
製造装置全体におけるガス流れを示している。また、図２～４は、本発明のフェロコーク
スの製造装置に設置される乾留ガス加熱装置の一実施形態を示す概略図である。図１～４
を用いて、高温乾留ガスと低温乾留ガスとを用いる場合で、本発明のフェロコークスの製
造方法及び製造装置を説明する。
【００２４】
　図１において、先ず炭素含有物質と鉄含有物質との成型物１は低温乾留室２、高温乾留
室３及び冷却室４から構成される竪型乾留炉５の炉頂から炉内に装入され、炉内を降下す
る過程で羽口６、７から導入される加熱用熱媒体ガス（乾留ガス）により乾留され、更に
冷却ガス導入口８から導入され排出口９から排出される冷却ガスにより冷却されてフェロ
コークス１０として乾留炉下部から排出される。一方炉頂から抜出されたガス（炉頂ガス
：Ｃガス）はガスクーラー１１で冷却され、循環ブロワー１２で昇圧され、一部は回収ガ
スとして系外に導かれ、残りは循環ガスとして系内を循環する。循環ガスはブロワー１３
で昇圧され、一部は低温用加熱装置１６により加熱され低温乾留用熱媒ガス（低温乾留ガ
ス）として低温乾留ガス羽口６から竪型乾留炉内へ循環され、また一部は竪型乾留炉５の
近傍に設置された乾留ガス加熱装置１４で昇温された高温乾留用熱媒ガス（高温乾留ガス
）として高温乾留ガス羽口７から乾留炉内へ循環される。
【００２５】
　冷却用ガスは冷却ガス導入口８から冷却室４に導入され、排出口９から冷却ゾーン出口
ガスを吸引し排出する。
【００２６】
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　高温乾留ガス羽口７への乾留ガスを加熱する乾留ガス加熱装置１４は燃焼室と蓄熱室が
内部に設けられており、燃焼室内で循環ガスの一部を燃焼用空気ブロワー１５で導入され
た燃焼用空気を用いて燃焼バーナにて燃焼させて、燃焼排ガスにより蓄熱室に熱を蓄えた
後、排ガスを排気する排気ブロワー１８と、循環ガスの一部を蓄熱室に供給する切替弁１
７ａ（図１においては３方弁を用いている。）と、を備えている。
【００２７】
　図２に、乾留ガス加熱装置部分の概略図（側面図）を示す。乾留ガス加熱装置１４は竪
型乾留炉に羽口７を介して直接接続されている。乾留ガス加熱装置１４は燃焼室２１、蓄
熱体４３が充填された蓄熱室２２、燃焼用バーナ２０から構成されている。燃焼用バーナ
２０で、循環ガスを燃料ガス２４として、燃焼用空気２５を導入して燃焼室２１で燃焼し
、燃焼により発生した高温の排ガスはその顕熱が蓄熱室２２にて蓄熱された後、切替弁１
７ａ（図２においては３方弁を用いている。）を経て排気ブロワー１８により排気される
。一定時間蓄熱後、燃焼用バーナ２０を消火し、切替弁１７ａを切替え、循環ガス２３を
蓄熱室下部より導入して加熱し、所定温度の高温乾留ガスとして高温乾留ガス羽口７より
竪型乾留炉５へ導入する。この高温乾留ガスの加熱は循環ガスを乾留炉に導入する直前で
行なうので乾留ガスの供給流路におけるカーボン析出はほとんど生じない。
【００２８】
　乾留ガス加熱装置１４は、小型化することができるので、竪型乾留炉５の高温乾留羽口
７の近傍に設置することが可能である。乾留ガス加熱装置１４は、竪型乾留炉５の高温乾
留羽口７に直接接続して設置することが好ましい。高温乾留ガスの供給流路が短いほど、
乾留ガス成分中の炭化水素の熱分解の発生を防止することができるためである。乾留ガス
加熱装置１４を竪型乾留炉５の炉壁の近傍に設置して接続すれば、高温乾留ガスの供給流
路の閉塞を防止する効果があるが、高温乾留ガスの供給流路（配管）の長さ、すなわち竪
型乾留炉と乾留ガス加熱装置との接続距離は２ｍ以下とすることが好ましく、望ましくは
１ｍ以下である。
【００２９】
　竪型乾留炉５を用いてフェロコークスを製造するためには、９００℃以上の乾留ガスを
用いて加熱することが好ましいが、乾留ガス加熱装置１４を用いれば、炉頂ガスの一部で
ある循環ガス（Ｃガス）を加熱して９００℃以上の高温乾留ガスとすることが容易である
。また、炉頂ガスを循環して用いることで、乾留ガスの成分も還元性雰囲気とすることが
できる。
【００３０】
　上記の様な蓄熱と加熱との切替方式では、高温ガスの竪型乾留炉５への供給が断続的に
なる。そこで図３に２組の乾留ガス加熱装置を組み合わせた実施形態を示す。図３は竪型
乾留炉５の高温乾留ガス羽口７近傍を上部からみた平面図である。図３において、一方の
燃焼用バーナ２０ａを燃焼させ蓄熱室の蓄熱体が蓄熱された後、切替弁１７ｂ（図３おい
ては４方弁を用いている。）を経て排気ブロワー１８にて排気される。この間、他方の燃
焼用バーナ２０ｂは消火中であり、循環ガス２３は切替弁１７ｂを経て、燃焼用バーナ２
０ｂ側の蓄熱室にて加熱された後、高温乾留ガス羽口７より竪型乾留炉５内へ導かれる。
一定時間後、燃焼用バーナ２０ａを消火し、他方の燃焼用バーナ２０ｂを着火し、切替弁
１７ｂを切替えることで蓄熱、加熱を逆転させて、これにより高温乾留ガスの供給を連続
して行うことができる。
【００３１】
　ところで、フェロコークスを製造する際の竪型乾留炉５の炉内は可燃性ガス雰囲気であ
り、炉内温度も９００℃以上であるため、上記の乾留ガス加熱装置を用いる場合、炉内ガ
スの一部を吸引しつつ燃焼室へは燃焼用空気を吹き込むのみで蓄熱することが可能である
。図４を用いて、炉内ガスを用いる場合の一実施形態を説明する。高温乾留ガス羽口７よ
り吸引された炉内ガス４２は、燃焼用空気２５を燃焼用バーナ２０より燃焼室２１に供給
することで燃焼する。燃焼された後の排ガスは蓄熱室２２にて蓄熱された後、切替弁１７
ａ（図４においては３方弁である。）を経て排気ブロワー１８により排気される。一定時
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間蓄熱後、燃焼用バーナ２０への燃焼用空気２５の供給を停止し、切替弁１７ａを切替え
、循環ガス２３を蓄熱室２２下部より導入し、所定温度の高温乾留ガスとして高温乾留ガ
ス羽口７より竪型乾留炉５へ導入する。一方、蓄熱時には排ガス流量は排ガス流量計２６
にて一定流量になる様、排ガス流量調節弁２７にて調節される。その際、排ガス濃度分析
計３０により排ガス中に未燃分が無い様に燃焼用空気２５の流量を燃焼用空気流量計２８
で測定し、燃焼用空気流量調節弁２９にて調節する。蓄熱の完了は排ガス温度計１９が設
定の温度になったことにより決定し、蓄熱から加熱へ変更する制御を行なう。
【００３２】
　炉内の可燃性ガスを吸引して燃焼室で燃焼する方法では、炉内の可燃性ガスの吸引量が
測定できないことから、燃焼室での燃焼量が正確に制御できないため蓄熱体への蓄熱量が
不安定となる場合があるが、上記の様な制御方式を採用することで、蓄熱量を安定させて
、乾留ガス温度を所定の温度とすることが可能となる。
【実施例１】
【００３３】
　石炭と鉄鉱石との混合物を成型した成型物を竪型乾留炉で乾留して、フェロコークスを
製造する試験を行った。図２に示すものと同様の乾留ガス加熱装置を竪型乾留炉の高さ方
向中央部に設けた羽口（高温乾留ガス羽口）に直結して、竪型乾留炉の炉頂ガスの一部を
循環させて加熱し、乾留ガスとして吹き込みを行なった。その際に、炉内の可燃性ガスを
吸引して乾留ガス加熱装置の燃焼室で燃焼する方式で、乾留ガス加熱装置内の蓄熱体の蓄
熱を行なった。蓄熱後に炉頂ガスの一部を循環させた循環ガスを蓄熱室下部より導入し、
９００℃の乾留ガスとして高温乾留ガス羽口より竪型乾留炉へ導入した。
【００３４】
　図５に通常の燃焼制御と同じく、排ガス流量、燃焼用空気流量、蓄熱から加熱までの切
替時間を一定にした場合の排ガス成分（濃度）、蓄熱温度推移を相対値で示す。炉内の可
燃性ガスの吸引量が測定できないことから、燃焼室での燃焼量が正確に制御できないため
未燃分（一酸化炭素）が発生したり、逆に空気過剰となり排ガス酸素濃度が大きくなりす
ぎ、蓄熱体の蓄熱量が不足し、高温乾留ガス羽口への乾留ガスの供給温度が徐々に下がっ
てしまうことが分かる。
【００３５】
　これに対して、図６に本発明の制御方式を用いた場合の制御結果を示す。図６において
は、蓄熱時には排ガス流量は排ガス流量計にて一定流量になる様、排ガス流量調節弁を調
節し、排ガス濃度分析計により排ガス中に未燃分が無く空気過剰にはならない様に燃焼用
空気流量を燃焼用空気流量計で測定し、燃焼用空気流量調節弁にて調節した。さらに、蓄
熱の完了は排ガス温度計が設定の温度になったことにより決定し、このタイミングで蓄熱
工程から乾留ガスの加熱工程へ変更することにより、蓄熱体の蓄熱量が不足することなく
、安定した高温乾留ガス羽口への乾留ガスの供給が可能となったことが分かる。
【符号の説明】
【００３６】
　１　　炭素含有物質と鉄含有物質との成型物
　２　　低温乾留室
　３　　高温乾留室
　４　　冷却室
　５　　シャフト型乾留炉
　６　　（低温乾留ガス）羽口
　７　　（高温乾留ガス）羽口
　８　　冷却ガス導入口
　９　　冷却ガス排出口
　１０　　フェロコークス
　１１　　ガスクーラー
　１２　　循環ブロワー
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　１３　　昇圧ブロワー
　１４　　乾留ガス加熱装置
　１５　　燃焼用空気ブロワー
　１６　　低温ガス加熱装置
　１７　　切替弁
　１８　　排気ブロワー
　１９　　排ガス温度計
　２０　　燃焼用バーナ
　２１　　燃焼室
　２２　　蓄熱室
　２３　　循環ガス
　２４　　燃料ガス
　２５　　燃焼用空気
　２６　　排ガス流量計
　２７　　排ガス流量調節弁
　２８　　燃焼用空気流量計
　２９　　燃焼用空気流量調節弁
　３０　　排ガス成分分析計
　３１　　外燃式熱風炉
　３２　　エジェクター
　４１　　成形炭
　４２　　炉内ガス
　４３　　蓄熱体
　４４　　低温乾留ガス
　４５　　高温乾留ガス
　４６　　冷却ガス
　４７　　成形コークス
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